
（単位：億円、％）

事業費
（Ａ）

構成比
事業費
（Ｂ）

構成比

2,125 39.8 1,959 33.1 ▲ 166

歳
274 5.1 228 3.9 ▲ 46

430 8.0 415 7.0 ▲ 15

833 15.6 1,093 18.5 260

509 9.5 723 12.2 214

うち
臨時財政対策債

115 2.2 285 4.8 170

うち
退職手当債・行政
改革等推進債

80 1.5 80 1.4 0

1,172 21.9 1,498 25.3 326

入

うち
財政調整基金繰入
金

0 0.0 36 0.6 36

うち
土地開発基金・地
域福祉基金繰入金

13 0.2 13 0.2 0

計 ａ 5,343 100.0 5,916 100.0 573

3,022 56.6 3,284 55.5 262

歳
人 件 費 900 16.8 900 15.2 0

うち
退職手当

113 2.1 113 1.9 0

物件費・
維持補修費

659 12.3 651 11.0 ▲ 8

扶 助 費 1,024 19.2 1,309 22.1 285

補 助 費 等 439 8.1 427 7.2 ▲ 12

853 16.0 851 14.4 ▲ 2

(13) (0.2) (11) (0.2) ▲ 2

出
837 15.7 824 13.9 ▲ 13

うち
繰上償還元金

0 0.0 0 0.0 0

631 11.8 957 16.2 326

計 ｂ 5,343 100.0 5,916 100.0 573

0 － 0 － 0

50 － 50 － 0

9,742 － 9,964 － 222

7,360 － 7,295 － ▲ 65

注：増減率については、それぞれ、今後の財政運営方針は前年度計画額、21年度（2009年度）予算は前年度予算

　　との比較である。

平成22年度(2010年度)

今後の財政運営方針 当　初　予     算 差　引
（B－Ａ）

年 度 末 市 債 残 高

実 質 残 高

財 政 調 整 基 金 残 高

　Ⅴ　今後の財政運営方針の達成状況

消 費 的 経 費

投 資 的 経 費

( う ち 人 件 費)

公 債 費 等

そ の 他

差 引 ｃ = ａ - ｂ

市 税

地 方 譲 与 税 等

地 方 交 付 税

国 庫 支 出 金

市 債

そ の 他

区　　　　　　分

－12－


